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担当課 項目名

【総務部】

財産経営課
本庁舎等維持管理費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨
時交付金（国３次補正））
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【人権政策局】

人権推進課
生活困窮等包括的支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金（国３次補正））

… 2

人権推進課
地域食堂感染防止対策支援事業費（新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金（国３次補正））

… 2

男女共同参画課
男女共同参画啓発事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創
生臨時交付金（国３次補正））

… 3

【危機管理部】

危機管理課
防災備蓄事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交
付金（国３次補正））

… 4

【市民生活部】

協働推進課
地区公民館感染症対策事業費（新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金（国３次補正））

… 5

【福祉部】

地域福祉課
緊急小口資金等相談窓口環境整備事業費（新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））

… 6

長寿社会課
介護サービス事業継続支援事業費（新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金（国３次補正））

… 6

障がい福祉課
障害福祉サービス事業所等支援事業費（新型コロナウイルス感染
症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））

… 7

【健康こども部】

こども家庭課
児童館運営費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付
金（国３次補正））

… 8

こども家庭課
保育環境改善等事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金（国３次補正））

… 8

こども家庭課
地域子ども・子育支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方
創生臨時交付金（国３次補正））

… 9

こども家庭課
幼稚園一般管理事務費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金（国３次補正））

… 9

【鳥取市保健所】

保健医療課
感染症対策推進事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金（国３次補正））

… 10
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担当課 項目名 ページ

【経済観光部】

経済・雇用戦略課
インターネットショップ事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方
創生臨時交付金（国３次補正））

… 11

経済・雇用戦略課
物産振興体制強化事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創
生臨時交付金（国３次補正））

… 11

経済・雇用戦略課
中小企業雇用維持支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金（国３次補正））

… 12

観光・ジオパーク推進課
宿泊キャンペーン事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金（国３次補正））

… 12

観光・ジオパーク推進課
観光産業育成支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創
生臨時交付金（国３次補正））

… 13

【都市整備部】

交通政策課
路線バス運行継続緊急支援事業費（新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金（国３次補正））

… 14

【教育委員会】

学校教育課
放課後児童対策事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金（国３次補正））

… 15

学校保健給食課
衛生管理費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
（国３次補正））

… 15

生涯学習・スポーツ課
社会教育施設衛生対策事業費（新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金（国３次補正））

… 16

生涯学習・スポーツ課
体育施設衛生対策事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創
生臨時交付金（国３次補正））

… 16

市立図書館
市民図書館衛生対策事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方
創生臨時交付金（国３次補正））

… 17







（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 939 諸収入 0 

計 2,346 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,346 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 0 

要求額 2,346 

総務部長段階査定額 2,346 

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131

【１０次総の施策体系】5501

【事業の経過及び背景】
  新型コロナウイルス感染症については、全国的に感染者の増加が確認されており、
引き続き、感染症予防の対策が求められている。

【事業の目的及び効果】
　新型コロナウイルス感染症の拡大防止をより徹底させるため、国の新型コロナウイ
ルス感染症対応地方創生臨時交付金（国の３次補正）を活用して、引き続き市役所本
庁舎等において感染機会を削減できるよう対策を講じる。

【事業の内容】
　・本庁舎等の消毒液ほか衛生用品の購入
　・本庁舎１階トイレ手洗を自動水栓に改修
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,407 0 

総００１ 項　　目　　名 本庁舎等維持管理費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　　

予算書項目 庁舎管理費 ページ 15 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R2

1



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 3,732 その他 0 

行財政改革課処理欄

地方債 0 

市長段階査定額 3,732 0 

社会福祉費

目 人権交流プラザ管理費

補正前額 0 

要求額 3,732 

総務部長段階査定額 3,732 

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 
 
【１０次総の施策体系】1304 

 【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染症の影響により、「生活困窮者自立支援機関」であるパー
ソナルサポートセンターへの生活困窮者からの相談件数及び要支援者が増加してい
る。併せて、各人権福祉センターへの相談者の中にも生活困窮状態にありパーソナル
サポートセンターの支援が必要な人が増えている。

【事業の目的及び効果】
　生活保護に至る前の段階の自立強化を図るため生活困窮者(就労の状況、心身の状
況、地域社会との関係性その他の事情により、現に経済的に困窮し、最低限度の生活
を維持することができなくなるおそれのある者)に対する措置として、自立相談支援事
業、住居確保給付金の支給、家計改善支援事業、就労準備支援事業、学習支援事業を
行う。

【事業の内容】
　新型コロナウイルス対策が長期間となることが見込まれる中、生活困窮者に対応す
る自立相談支援機関の相談支援体制の強化を図る。
　各人権福祉センターの相談者の中には、遠くまでの外出を控えている方、移動手段
に困難を抱えている方など、パーソナルサポートセンター相談窓口まで来られない人
がおり、本来支援が必要な人に適切な支援を行うことに困難がある。相談者への積極
的な情報提供や支援のツールとして、各人権福祉センターと中央人権福祉センター
(パーソナルサポートセンター)をリモートで結び、来所することなく相談支援が行え
る体制を整備する。
・各人権福祉センター（9か所）の回線工事料、タブレット端末購入費等

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,732 0 

人００１ 項　　目　　名 生活困窮等包括的支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　

予算書項目 ページ 17 所　　属　　名

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R2

地域共生社会推進・生活困窮等包括的支援事業費

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

2,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

計

2,000 0 

社会福祉費

目 人権交流プラザ管理費

補正前額 0 

要求額 2,000 

総務部長段階査定額 2,000 

事業の概要　会計名

0 

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241
 
【１０次総の施策体系】1401 

【事業の経過及び背景】
　地域食堂は、コロナ禍においても鳥取市地域食堂ネットワーク作成の「地域食堂実
施のためのガイドライン」に沿って開催されている。

【事業の目的及び効果】
　地域食堂の運営者及び参加者がより安心・安全に参加し食事の提供や相談事業を行
えるように支援する。

【事業の内容】
　食事の提供のみならず各家庭が抱えている生活困窮等の相談事業も行っている地域
食堂が、安心して開催・運営できるよう衛生用品等を配布し、地域食堂の感染防止対
策を支援する。
　・市内18食堂
　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分

市長段階査定額

補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,200 0 

地方債 0 

その他 0 0 

一般財源 800 諸収入 0 

人００２ 項　　目　　名 地域食堂感染防止対策支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　　

予算書項目 ページ 17 所　　属　　名

総務部人権政策局 
人権推進課年度 R2

地域食堂ネットワーク運営補助金

2



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

162 その他 0 

行財政改革課処理欄

計

162 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 162 

総務部長段階査定額 162 

事業の概要　会計名

0 

一般会計 【問合せ先】男女共同参画課 0857-30-8076

【１０次総の施策体系】1402

【事業の経過及び背景】
  現在、男女共同参画センターで は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、「3つ
の密」を防ぐことに配慮しながら、 研修室等の貸館、センター主催の講座の開催な
ど、多くの市民の方に利用していただいて いる。 

【事業の目的及び効果】
  男女共同参画センターは、新型コロナウイルス感染防止対策を 行いながら開館を続
けており、利用者も増えつつある。今後も利用増加が見込まれる中、感染防止対策を
徹底して継続することで、利用者に安心してセンターを使用してもらい、更なるセン
ターの利用拡大を図る。 

【事業の内容】
  利用者が安心して男女共同参画センターを利用できるよう、新型コロナウイルス感
染防止対策を継続して行う。 
（1）消耗品
     感染予防物品（アルコール消毒液、ペーパータオル等）119千円
（2）備品
　　 消毒スタンド　43千円
　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分

市長段階査定額

補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 97 0 

地方債 0 

その他 0 0 

一般財源 65 諸収入 0 

人００３ 項　　目　　名 男女共同参画啓発事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））

予算書項目 ページ 15 所　　属　　名

総務部人権政策局 
男女共同参画課年度 R2

男女共同参画推進費

3



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,685 諸収入 0 

計 6,712 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 6,712 0 

総務管理費

目 諸費

補正前額 0 

要求額 6,712 

総務部長段階査定額 6,712 

一般会計 【問合せ先】危機対策係 0857-30-8033 

【１０次総の施策体系】4101 

【事業の経過及び目的】 
　避難所開設時の感染症拡大防止のために必要な物品を調達するもの。 

【事業の目的及び効果】 
　避難所における密の防止、消毒、清掃に必要な物品を確保することで、避難所開設
時に 適切な感染症対策を行うことができる。 

【事業の内容】 
避難所における密の防止、消毒、清掃に必要な物品の調達（新型コロナ臨時交付金
（国３ 次補正）） 
　ポリ容器　　　　　　　　1,080個
　ウェットティッシュ　　　2,379袋 
　アルコール消毒用スプレー　360本
　トイレ凝固剤（100回分）　　81箱 
　ゴミ袋（100枚入）　　　　 216箱
　間仕切り用ロープ　　　　　360巻
　間仕切り用テープ　　　　1,872巻
　間仕切り　　　　　　　　　 40基
　簡易ベッド　　　　　　　　 40基 

【今後の取り組み】 
　避難所での感染症拡大防止のために使用するものであることから災害発生が想定さ
れる 時期を前に早急な確保が望ましいものである。市場の流通状況も考慮しながら順
次調達を行っていく。
 
　
 
　
 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 4,027 0 

危００１ 項　　目　　名 防災備蓄事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　

予算書項目 防災備蓄事業費 ページ 15 所　　属　　名

危機管理部 
危機管理課年度 R2

4



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

市００１ 項　　目　　名 地区公民館感染症対策事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　

予算書項目 地区公民館運営費 ページ 21 所　　属　　名

市民生活部 
協働推進課年度 R2

一般会計 【問合せ先】地区公民館係 0857-30-8178 
 
【１０次総の施策体系】3101 
 
【事業の経過及び背景】 
　本市の地区公民館は、コミュニティ活動及び生涯学習の拠点施設、災害時の避難所
として住民に最も身近な公共施設である。引き続き、新型コロナウイルス感染症の感
染予防策が求められている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　地区公民館における感染予防策を講じることで、住民が安全・安心に施設を利用で
きる環境を確保する。 
 
【事業の内容】 
　地区公民館における新型コロナウイルス感染症の感染予防策の取り組みを実施す 
る。 

　・来館者の手指の消毒及び館内の消毒の徹底
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,844 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,741 0 

社会教育費

目 公民館費

補正前額 0 

要求額 4,741 

総務部長段階査定額 4,741 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,897 諸収入 0 

計 4,741 その他 0 

行財政改革課処理欄

5



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００１ 項　　目　　名 緊急小口資金等相談窓口環境整備事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　　

予算書項目 緊急小口資金等相談窓口環境整備事業費 ページ 15 所　　属　　名

福祉部 
地域福祉課年度 R2

一般会計 【問合せ先】福祉企画係 0857-30-8202 
 
【１０次総の施策体系】1302 
 
【事業の経過及び背景】 
　社会福祉協議会では、低所得世帯等に対して、生活費等の必要な資金の貸付け等を
行う 生活福祉資金貸付制度を実施している。国は、新型コロナウイルス感染症の影響
を踏まえ 、貸付の対象世帯を低所得世帯以外にも拡大し、休業や失業等により生活資
金で困っている方々に向けた、緊急小口資金等の特例貸付を実施することとした。 
　新型コロナウイルス感染症による影響の長期化が懸念される中で、継続して相談窓
口における感染拡大防止対策を実施していく必要がある。 
 
【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策を行い、市民が安心して相談できる窓口
環境を整備する。 
 
【事業の内容】 
　社会福祉協議会が行う感染拡大防止を図るための窓口環境の整備に係る費用に対し
て 補助を行う。（体温検知AI顔認証カメラ、衛生用品等の購入）
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,999 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,333 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 3,333 

総務部長段階査定額 3,333 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,334 諸収入 0 

計 3,333 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００２ 項　　目　　名 介護サービス事業継続支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））

予算書項目 介護サービス事業継続支援事業費 ページ 15 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R2

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211 

【１０次総の施策体系】1301 

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症が拡大する中で、要介護・要支援者の生活を支えるため
に介 護サービス事業所によるサービス提供が継続されることが重要であり、感染防止
対策の徹底や感染者発生時の代替サービス確保及び提供が求められている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　サービス提供にあたり消毒等の感染防止対策の徹底が必要となっており、増大する
衛生用品に関する費用を一部補助することにより、介護サービス事業所のサービス提
供継続を支援する。

【事業の内容】 
  ・マスク・消毒液等の衛生用品の購入補助（406事業所）
                                         １事業所あたり上限 50,000円
  ・補助金交付事務補助に係る会計年度任用職員の人件費（１名）　2,166,000円
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 13,500 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 22,501 0 

社会福祉費

目 老人福祉費

補正前額 0 

要求額 22,501 

総務部長段階査定額 22,501 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 9,001 諸収入 0 

計 22,501 その他 0 

行財政改革課処理欄

6



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００３ 項　　目　　名 障害福祉サービス事業所等支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））

予算書項目 障害福祉サービス事業所等支援事業費 ページ 15 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 R2

一般会計 【問合せ先】障がい者福祉係 0857-30-8217 
 
【１０次総の施策体系】1303 
 
【事業の経過及び背景】 
　障害福祉サービス施設で新型コロナウイルス感染者が発生した場合でも、引き続き
サービス提供を継続できる体制を整えておくとともに、感染防止対策の徹底を継続し
て行う必要がある。
 
【事業の目的及び効果】 
  ①障害福祉サービス施設においてクラスターが発生し職員が不足した場合に、県内
　　他施設 からサービス継続のための職員派遣やパーテーション等の必要な機材の費
　　用を支援する 。
　②サービス提供にあたり感染防止対策の徹底が必要となっており、増大する衛生用
　　品に関する費用を一部補助することにより、障害福祉サービス事業所のサービス
　　提供継続を支援する。
　
 【事業の内容】
　①障害福祉サービス施設において新型コロナウイルス感染者が発生し職員が不足し
　　た場合に、県内他施設からサービス継続のための職員の派遣や施設等の消毒・清
　　掃費用などの必要な経費について支援する。

　入所・居住系施設　５施設
　通所・訪問系施設　４施設

　②マスク・消毒液等の衛生用品の購入補助（100事業所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１事業所当たり上限 50,000円

　③上記補助金交付事務補助に係る会計年度任用職員の人件費（2名） 4,344,000円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 7,198 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 11,998 0 

社会福祉費

目 障害者自立支援事業費

補正前額 0 

要求額 11,998 

総務部長段階査定額 11,998 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,800 諸収入 0 

計 11,998 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 3,600 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,600 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 0 

要求額 3,600 

総務部長段階査定額 3,600 

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　令和２年１２月１５日、国の令和２年度第３次補正が閣議決定され、新型コロナウ
イル ス感染症対応地方創生臨時交付金の拡充のほか、安全・安心の確保に係る経費が
追加計 上された。保育所等においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止策
として衛生用品購入等の補助などが継続して計上された。 

【事業の目的及び効果】 
　児童館における児童、職員等の新型コロナウイルス感染防止を図り、安全・安心な
環境を確保する。 

【事業の内容】 
  ①職員が感染症対策の徹底を図りながら保育を継続的に実施していくために必要な
    経費（職員が勤務時間外に消毒・清掃等を行った場合の超過勤務手当や休日割増
    賃金や、通常想定していな感染症対策に関する業務の実施に伴う手当など）
  ②衛生用品等購入費

【事業費】1施設当たり、３００千円（①②の合計）
・児童厚生施設（児童館）　１２か所　　３，６００千円 
 
　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,600 0 

健００１ 項　　目　　名 児童館運営費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　

予算書項目 児童館運営費 ページ 17 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R2

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 33,300 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 33,300 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 0 

要求額 33,300 

総務部長段階査定額 33,300 

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　令和２年１２月１５日、国の令和２年度第３次補正が閣議決定され、新型コロナウ
イル ス感染症対応地方創生臨時交付金の拡充のほか、安全・安心の確保に係る経費が
追加計 上された。保育所等においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止策
として衛生 用品購入等の補助などが継続して計上された。 

【事業の目的及び効果】 
　市内の保育所等における園児、職員等の新型コロナウイルス感染防止を図り、安
全・安 心な保育環境を確保する。 

【事業の内容】 
　①職員が感染症対策の徹底を図りながら保育を継続的に実施していくために必要な
　　経費（職員が勤務時間外に消毒・清掃等を行った場合の超過勤務手当や休日割増
　　賃金や、通常想定していな感染症対策に関する業務の実施に伴う手当など）
　②衛生用品等購入費
 
【事業費】
　施設の定員数に応じて、1施設当たり、３００千円～５００千円（①②の合計）
　・保育所　　　　　　　　　４５か所　２１，８００千円 
　・幼保連携型認定こども園　　５か所　　２，５００千円 
　・地域型保育事業所　　　　１２か所　　３，６００千円 
　・認可外保育施設　　　　　１５か所　　５，４００千円 
　　　合　　計　　　　　　　７７か所　３３，３００千円 
 
　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 33,300 0 

健００２ 項　　目　　名 保育環境改善等事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　

予算書項目 保育園等感染症対策事業費 ページ 17 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R2
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 22,700 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 22,700 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 0 

要求額 22,700 

総務部長段階査定額 22,700 

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　令和２年１２月１５日、国の令和２年度第３次補正が閣議決定され、新型コロナウ
イル ス感染症対応地方創生臨時交付金の拡充のほか、安全・安心の確保に係る経費が
追加計 上された。地域子ども・子育て支援事業においては、新型コロナウイルス感染
症の感染拡 大防止策として衛生用品購入等の補助などが継続して計上された。 

【事業の目的及び効果】 
　地域子ども・子育て支援事業において、感染症対策の徹底を図りながら事業を継続
的に 実施していくために必要な体制を整える。 

【事業の内容】 
　①職員が感染症対策の徹底を図りながら保育を継続的に実施していくために必要な
　　経費（職員が勤務時間外に消毒・清掃等を行った場合の超過勤務手当や休日割増
　　賃金や、通常想定していな感染症対策に関する業務の実施に伴う手当など）
　②衛生用品等購入費

【事業費】①②の合計
・延長保育事業　　　　　 ４１か所 　８，９００千円（150千円～250千円/１か所） 
・地域子育て支援拠点事業 １３か所 　３，９００千円 （300千円／１か所）
・一時預かり事業　　　　 ２６か所 　７，８００千円 （300千円／１か所）
・病児保育事業　　　　　 　６か所 　１，８００千円 （300千円／１か所）
・子育て援助活動支援事業 　１か所 　　　３００千円 （300千円／１か所）
　　合　　計　　　　　　 ８７か所 ２２，７００千円 
 
　　　　 
　
 
　
 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 22,700 0 

健００３ 項　　目　　名 地域子ども・子育支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　　

予算書項目 保育園等感染症対策事業費 ページ 17 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R2

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,400 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,400 0 

幼稚園費

目 幼稚園管理費

補正前額 0 

要求額 1,400 

総務部長段階査定額 1,400 

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　令和２年１２月１５日、国の令和２年度第３次補正が閣議決定され、新型コロナウ
イル ス感染症対応地方創生臨時交付金の拡充のほか、安全・安心の確保に係る経費が
追加計上された。幼稚園においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止策と
して衛生用品購入等の補助などが継続して計上された。 

【事業の目的及び効果】 
　市立幼稚園における園児、職員等の新型コロナウイルス感染防止を図り、安全・安
心な 環境を確保する。 

【事業の内容】 
　衛生用品等購入費
　施設の定員人数に応じて、1施設当たり、３０万円～５０万円
・市立幼稚園　３か所　　１，４００千円 
 
　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,400 0 

健００４ 項　　目　　名 幼稚園一般管理事務費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　

予算書項目 管理事務費等 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R2
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健保００１ 項　　目　　名 感染症対策推進事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　

予算書項目 感染症予防費 ページ 19 所　　属　　名

健康こども部鳥取市保健所 
保健医療課年度 R2

一般会計 【問合せ先】感染症・疾病対策係 0857-30-8532 
 
【１０次総の施策体系】1301 
 
【事業の経過及び背景】 
　令和2年12月15日、国の令和２年度第３次補正が閣議決定され、新型コロナウイル
ス感染症の拡大防止策やポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現などに
係る経費が追加計上された。
　新型コロナウイルス感染症の拡大防止策については、ＰＣＲ検査及び抗原検査等検
査体制に係る費用や、新型コロナウイルス感染症患者の入院医療費の支援などが継続
して計上された。

【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症の収束の見通しが立たないため、引き続きＰＣＲ検査等
検査体制を確保する。
 
【事業の内容】 
　ドライブスルーＰＣＲ検体採取医師報酬　6,710千円
　各医療機関で採取した検体の収集運搬業務　会計年度任用職員2名　4,533千円
　感染対策衛生用品等　4,034千円
　感染症拡大防止対策啓発チラシ・ポスター作成　1,387千円
　ＰＣＲ検査等委託等　31,340千円　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 32,646 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 48,034 0 

保健衛生費

目 予防費

補正前額 0 

要求額 48,034 

総務部長段階査定額 48,034 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 15,388 諸収入 0 

計 48,034 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健保００２ 項　　目　　名 新型コロナウイルスワクチン接種対策事業費

予算書項目 新型コロナウイルスワクチン接種対策事業費 ページ 19 所　　属　　名

健康こども部鳥取市保健所 
保健医療課年度 R2

一般会計 【問合せ先】感染症・疾病対策係 0857-30-8532 
 
【１０次総の施策体系】1301 
 
【事業の経過及び背景】 
　令和2年12月18日、国による新型コロナウイルスワクチン接種体制の確保に関する説
明会が開催され、ワクチン接種は、今年２月下旬に医療従事者向けに、３月下旬には
住民への接種が始められる体制整備に向けた具体的なスケジュール等が示された。
　また同時に国、都道府県、市町村が担うべき役割についても詳細が示され、市町村
の役割としては、住民接種の実施主体として予防接種台帳システムのシステム改修、
接種券等の印刷・郵送のほか、地域の医療関係団体等と連携し接種の実施体制の検
討・調整、住民からの問い合わせ対応のためのコールセンターの設置などが示され
た。
　
【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルスワクチンが実用化された場合に、迅速かつ適切に市民への接種
を開始することができるよう接種実施体制の構築を図る。

【事業の内容】 
　コロナワクチン接種実施体制の整備に係るもの　182,821千円
　　財源：新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金（国費１０/１０）
　
　コロナワクチン接種費用　860,112千円（全市民が２回接種を想定）
　　財源：新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金（国費１０/１０）
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,042,933 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,042,933 0 

保健衛生費

目 予防費

補正前額 0 

要求額 1,042,933 

総務部長段階査定額 1,042,933 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,042,933 その他 0 

行財政改革課処理欄

10



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００１ 項　　目　　名 インターネットショップ事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　　

予算書項目 ページ 21 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 R2

地域経済活性化促進事業費

一般会計 【問合せ先】市場開拓係 0857-30-8283 
 
【１０次総の施策体系】2103、2104 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナ感染症の影響により、実際 に対人販売を行っている店舗では売上が減少
している。 このため、対人販売ではないインターネットによる販売に、販路拡大の支
援を求める声 が大きい。 
 
【事業の目的及び効果】 
　インターネットショップ「とっとり市」による販路の拡大・開拓を促進することに
より、物産振興および産業振 興を進める。 
 
【事業の内容】 
  委託先：鳥取市観光コンベンション協会
      　　※「とっとり市」カスタマーセンターを運営 
　１．３０％の商品価格オフのクーポン券を発行　　　　　25,048千円 
　２．送料無料キャンペーンの実施（スポットで２カ月）　 2,550千円 
　３．上記に要する諸経費　　　　　　　　　　　　　　　 1,670千円 
 
　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 17,560 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 29,268 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 29,268 

総務部長段階査定額 29,268 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 11,708 諸収入 0 

計 29,268 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００２ 項　　目　　名 物産振興体制強化事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　　

予算書項目 ページ 21 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 R2

地域経済活性化促進事業費

一般会計 【問合せ先】市場開拓係 0857-30-8283 
 
【１０次総の施策体系】2103 

【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、地元物産品の消費が大幅に減少して
いる。商品を取り扱う事業者を取り巻く環境は厳しさを増しており、消費を喚起する
取り組みが求められている。
 
【事業の目的及び効果】 
　地元物産品の販売促進、販路拡大のためのキャンペ ーン及び特産品カタログ販売の
事業を、鳥取市観光コンベンション協会の物産部門に委託する。 
 
【事業の内容】
  委託先：鳥取市観光コンベンション協会 
  １．特産品プレゼントキャンペーン事業　1,474千円（商品代金・印刷製本費等） 
　    特産品プレゼントキャンペーンを５か月間継続して実施することにより、売上
　　減少を余 儀なくされている物産業者を下支えする。 
 　　※協会物産会員店舗で応募券付チラシを配布。
　　　応募をふるさと物産館での投函に限定し、参加者にＰＲ及び販売促進を図る。

　２．カタログ販売事業 　363千円（カタログ製作費）
　　　ふるさと物産館として、とっとり市を含むＥＣサイトでの展開は実施している
　　が、これ に加え、カタログ販売事業を実施し、販売チャネルを増加させ、物産業
　　者の売上向上に寄与する。
 
　　※協会物産会員からカタログ掲載の商品を募集
　　　ふるさと物産館・会員店舗に加え、ホームページでデータ版を配布
　　　イベント・物産展中止によるＰＲ機会の減少に対応

　３．上記に要する諸経費　163千円
　
 

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,200 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,000 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 2,000 

総務部長段階査定額 2,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 800 諸収入 0 

計 2,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

11



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００３ 項　　目　　名 中小企業雇用維持支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　

予算書項目 ページ 21 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 R2

地域経済活性化促進事業費

一般会計 【問合せ先】地域経済係 0857-30-8284

【１０次総の施策体系】2101

【事業経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、事業活動の縮 小・停止を余儀なくさ
れている事業者が急増している。国は従業員の解雇や雇止めを防止するために休業手
当の一部を補償する雇用調整助成金を上乗せする等の特例措置を設けている。緊急事
態宣言の再発令を受け、２月末までの特例措置期限が再延長される。 

【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴い、一時的に休業等を行い、労働者の雇
用の維持を図 ろうとする事業主に対し、雇用調整助成金の申請に係る経費の一部を支
援することにより 、雇用の安定及び事業活動の継続を図ることを目的とする。 

【事業の内容】 
　市内の中小・小規模事業者が雇用調整助成金申請を社会保険労務士等に依頼した際
に必要 な手数料の一部を支援する。
（１）補助対象者　市内に事業所を有している事業主で、休業を実施したことにより
　　　　　　　　　雇用調整助成金の支給決定となった方
（２）補助額　　　上限１０万円　補助率２/３
（３）対象経費　　雇用調整助成金の申請を社会保険労務士に依頼した場合に要する
      　　　　　　費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,000 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 5,000 

総務部長段階査定額 5,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,000 諸収入 0 

計 5,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００４ 項　　目　　名 宿泊キャンペーン事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　　

予算書項目 ページ 21 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R2

観光活動費

一般会計 【問合せ先】観光振興係 0857-30-8292 
 
【１０次総の施策体系】2201 
 
【事業の経過及び背景】
　国のGoToトラベルの一時停止や、三大都市圏を含む緊急事態宣言の発令などによ
り、全国的に観光需要が低迷する中、本市の観光事業者も大きな影響を受けている。

【事業の目的及び効果】
　落ち込んだ観光需要を引き続き喚起するため、本年度から実施している宿泊キャン
ペーンの内容を一部変更し実施する。実施にあたっては、宿泊事業者等の意向や、感
染拡大状況、国・県の観光需要喚起策等を踏まえながら効率的な運用を図ることとす
る。

【事業の内容】
　宿泊キャンペーンの展開
　①市内宿泊施設の宿泊費の2分の1（上限3,000円/人）を割引
　　・販売総数　5,000人
　②市内宿泊施設の日帰り飲食費の2分の1（上限1,000円/人）を割引
　　・販売総数　3,000人
　事業費内訳　宿泊割引　　15,000千円（5,000人×3,000円）
　　　　　　　日帰り割引　 3,000千円（3,000人×1,000円）
　　　　　　　事務費　　　 2,320千円（広報費、印刷製本費等）
　事業委託先　鳥取市観光コンベンション協会
　　　　　　　　　　　　　　 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 12,192 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 20,320 0 

商工費

目 観光費

補正前額 0 

要求額 20,320 

総務部長段階査定額 20,320 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 8,128 諸収入 0 

計 20,320 その他 0 

行財政改革課処理欄

12



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００５ 項　　目　　名 観光産業育成支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））

予算書項目 ページ 21 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R2

観光活動費

一般会計 【問合せ先】観光振興係 0857-30-8292

【１０次総の施策体系】2201

【事業の経過及び背景】
　国のGoToトラベルの一時停止や、三大都市圏を含む緊急事態宣言の発令などによ
り、全国的に観光需要が低迷する中、本市の観光事業者も大きな影響を受けている。

【事業の目的及び効果】
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けている観光産業を切れ目なく下支えするた
め、観光事業者が行う需要回復や感染拡大防止に資する取組に対して引き続き支援を
行う。

【事業の内容】
　■対象経費
　　①感染拡大防止に資する事業
　　　・施設等における検温機材、空気清浄機、換気設備　等
　　　・イベント実施に係るマスク、消毒液、雑踏警備　等

　　②需要回復に資する事業
　　　新たな旅行商品等の開発、Ｗｉ-Ｆｉ環境整備、ＨＰコンテンツの充実、集客力
　　　向上につながる施設改修　等

　■補助率等
　　4/5（上限300千円）　30事業

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 5,400 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 9,000 0 

商工費

目 観光費

補正前額 0 

要求額 9,000 

総務部長段階査定額 9,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,600 諸収入 0 

計 9,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

13



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００１ 項　　目　　名 路線バス運行継続緊急支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　　

予算書項目 地方バス路線維持対策費 ページ 15 所　　属　　名

都市整備部 
交通政策課年度 R2

一般会計 【問合せ先】交通政策課 0857-30-8326 
 
【１０次総の施策体系】4202 
 
【事業の経過及び背景】 
　路線バス事業は、収益率の低い事業であるが、公益性・公共性の高さから、国や地
方自治体による運行補助、また、高速バスや貸切バス等の収益を基にした事業者の内
部補助により支えられている。しかし、新型コロナウイルス感染症の影響により、路
線バスの利用は大幅に減少し、また、高速バスや貸切バスの収益が著しく減少してい
るため、路線バス事業は存続の危機に直面している。
　利用状況は回復傾向にあるが、経営は危機的な状況が続いており、全国的に感染が
拡大している中、更なる財政支援が求められている。

【事業の目的及び効果】
　路線バス事業者を支援することで、市民生活に必要不可欠な生活インフラである路
線バスの維持・存続を図る。

【事業の内容】 
　路線バス事業者に対し、事業継続のための奨励金を交付する。
　〇補助対象者 
　　路線バス運行事業者（日ノ丸自動車、日本交通） 
　〇補助金額 
　　1,000千円/系統（日ノ丸自動車：81系統、日本交通：28系統）
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 65,400 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 109,000 0 

総務管理費

目 交通対策費

補正前額 0 

要求額 109,000 

総務部長段階査定額 109,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 43,600 諸収入 0 

計 109,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

14



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 30,800 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 30,800 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 0 

要求額 30,800 

総務部長段階査定額 30,800 

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-30-8411 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【事業の経過及び背景】 
　国の第３次補正に呼応し、放課後児童クラブ運営が継続的に行えるよう引き続き新
型コロナウイルス感染症に対する強い体制を整 える。 
 
【事業の目的及び効果】 
　放課後児童クラブが、感染症対策の徹底を図りながら、安全・安心な放課後等の子
どもの居場所づくりを推進する。 
 
【事業の内容】 
　①支援員が感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実施していくために必要
    な経 費（研修受講、かかり増し経費等） 
　②放課後児童クラブへのマスクや消毒液等の配布、感染防止用の備品購入経費

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 30,800 0 

教００１ 項　　目　　名 放課後児童対策事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　

予算書項目 放課後児童対策事業費 ページ 17 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度 R2

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 14,626 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 14,626 0 

保健体育費

目 学校保健費

補正前額 0 

要求額 14,626 

総務部長段階査定額 14,626 

一般会計 【問合せ先】学校保健・支援係 0857-30-8416 
 
【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染は、急速に全世界に拡大し、本市においても感染者が確認
されている。このため、引き続き学校において、感染防止のための衛生面での対応が
必要である。  
 
【事業の目的及び効果】 
　手指消毒用アルコール、マスク等の衛生用品を学校に追加配備し、新型コロナウイ
ルスの感 染防止を図る。 
 
【事業の内容】 
　①手指消毒用アルコール液（５L）　　 　　　８６０本 
　②手洗い用液体せっけん（５L)　　　　  １，４３２本
　③校舎等消毒清掃用資材一式　　　　  消毒剤４５６本ほか 
　④健康診断用使い捨て手袋　　　　　  ２９，０００双 
　⑤不織布マスク　　　　　　　　　　  ３０，０００枚 
 

　
 
　
 
　
 
　
 
　
 
　
 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 14,626 0 

教００２ 項　　目　　名 衛生管理費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））

予算書項目 衛生管理費 ページ 21 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 R2
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 703 諸収入 0 

計 1,757 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,757 0 

社会教育費

目 社会教育施設管理費

補正前額 0 

要求額 1,757 

総務部長段階査定額 1,757 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-30-8428

【１０次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　市民の健康的な生活を維持するため、教育委員会所管の社会教育施設(スポーツ施設
を含む)等をコロナ禍においても安心・安全に使用できる環境とすることが必要であ
る。
　このためには、施設管理者及び施設利用者が、新型コロナウイルス感染症等の感染
リスクを踏まえた上で、「人が密集しないこと」、「手指や物品の消毒など感染防止
策を講じる」等の「新しい生活様式」を実践していく事が有効であることから、各施
設へ消毒液等の感染防止対策物品を設置するもの。

【事業の目的及び効果】
　教育委員会所管の社会教育施設（１９施設）に消毒液を設置するなど、新型コロナ
ウイルス感染症等への感染予防に努める。

【事業の内容】
　衛生用品　一式購入・設置等
　・文化センター、文化ホール
　・サイクリングターミナル砂丘の家
　・さじアストロパーク、コスモスの館
　・コミュニティセンター等　１４施設　　　　合計１９施設

　　アルコール消毒液　詰替用　　９２箱
　　除菌・洗浄剤　詰替用　　　　９６本
　　ペーパータオル　　　　　　　７０箱

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,054 0 

教００３ 項　　目　　名 社会教育施設衛生対策事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））　

予算書項目 社会教育施設管理費 ページ 21 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 R2

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,601 諸収入 0 

計 4,002 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,002 0 

保健体育費

目 体育施設費

補正前額 0 

要求額 4,002 

総務部長段階査定額 4,002 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-30-8428

【１０次総の施策体系】1103

【事業の経過及び背景】
　市民の健康的な生活を維持するため、教育委員会所管の社会教育施設(スポーツ施設
を含む)等をコロナ禍においても安心・安全に使用できる環境とすることが必要であ
る。
　このためには、施設管理者及び施設利用者が、新型コロナウイルス感染症等の感染
リスクを踏まえた上で、「人が密集しないこと」、「手指や物品の消毒など感染防止
策を講じ等の「新しい生活様式」を実践していく事が有効であることから、各施設へ
消毒液等の感染防止対策物品を設置するもの。

【事業の目的及び効果】
　教育委員会所管の社会体育施設（１０２施設）に消毒液を設置するなど、新型コロ
ナウイルス感染症等への感染予防に努める。

【事業の内容】
　衛生用品　一式購入・設置
　・地区体育館　　　　　　　　　　　　　　３１施設
　・各種体育施設・バードスタジアム等　　　１５施設
　・学校開放体育館　　　　　　　　　　　　５６施設

　　アルコール消毒液　詰替用　　６０７箱
　　除菌・洗浄剤　詰替用　　　　２５１本
　　ペーパータオル　　　　　　　１７３箱

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,401 0 

教００４ 項　　目　　名 体育施設衛生対策事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））

予算書項目 体育施設衛生対策事業費 ページ 21 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 R2
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 190 諸収入 0 

計 474 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 474 0 

社会教育費

目 市民図書館費

補正前額 0 

要求額 474 

総務部長段階査定額 474 

一般会計 【問合せ先】中央図書館　0857-27-5182

【１０次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　子どもから高齢者まで不特定多数の方が利用される図書館や図書室において、利用
者が安心して施設や図書資料を利用できるよう、引き続き新型コロナウイルス感染防
止対策を行う。

【事業の目的及び効果】
　施設や図書資料の消毒等により衛生環境を整え、新型コロナウイルスの感染防止を
図る。

【事業内容】
　感染防止対策に必要な物品を購入する。
　①図書消毒機交換用消耗品　　　　　紫外線ランプ　３０本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　抗菌剤　　　　　３本
　②手指用消毒液（４Ｌ）　　　　　　　　　　　　　３２本
　③図書用洗浄液（２Ｌ）　　　　　　　　　　　　　３４本

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 284 0 

教００５ 項　　目　　名 市民図書館衛生対策事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国３次補正））

予算書項目 図書館事務費 ページ 21 所　　属　　名

教育委員会事務局 
市立図書館年度 R2
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